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ＡＢＬ（動産・債権等担保融資）を活用した導入事例

【企業アンケート調査からみるＡＢＬの実態】
・経済産業省の企業アンケート調査によると、業種別では「農
林水産業」のＡＢＬニーズがもっとも高く、次いで「建設不動
産業」のニーズが高くなっています。

エービーエル

ここでは、ＡＢＬ（アセット・ベースト・レ
ンディング）という新たな金融手法を用いた取
組みとして、「水産業者」や「飼料業者」への
導入事例、また、汎用性の高い小口ＡＢＬにつ
いてご紹介します。

ＡＢＬ（アセット・ベースト・レンディング）とは
ＡＢＬとは、文字どおりＡｓｓｅｔ Ｂａｓｅｄ

Ｌｅｎｄｉｎｇ（アセット・ベースト・レンディン
グ）の略語であり、日本語では「動産・債権等
担保融資」と呼ばれています。
ＡＢＬとは企業の事業そのものに着目し、事

業に基づくさまざまな資産の価値を見極めて行
う貸出を指します。特に、動産・債権等に直結
する資産（特に流動資産）に着目し、銀行が在庫
や売掛金を担保取得することで、新たな資金調
達手段の１つとして期待されています。
従来型融資では不動産や保証人が担保の中心

となっていたため、不動産を保有していない企
業や保有不動産に担保余力が十分にない企業に
とっては、今からご紹介するＡＢＬの活用余地
は十分にあると考えられます。
また、動産・債権等に直結する資産（特に流

動資産）の例としては、下図に示しているよう
な木材や機械などの生産財から牛、豚、水産物、
野菜の様な消費財（農産物）など、様々なものが
あげられます（図１）。
但し、「仕掛品や半製品、特注品（専門性が強

いもの）」など換価処分がしにくいものについ
ては、ＡＢＬの特質上、一般的に担保としては
不向きとなります。

ＡＢＬ取組みの注意点
次に、ＡＢＬの取組みにあたっての「注意点」

について、ご説明します。
１．ＡＢＬの手続き期間
一般的にＡＢＬでは、融資の判断や融資額を

決めるにあたり、担保として提供する「在庫」
や「売掛金」等の評価を行う必要があるため（担
保対象も広範囲）、通常融資よりも時間がかか
る場合があります。
２．在庫や売掛金を担保に提供することに対す
る取引先に与える印象
ＡＢＬの利用により、銀行から積極的な支援

が得られている点を取引先等に説明することが
有効と考えられます。これまでの取組み事例で
は、風評被害等の発生の報告は受けておりませ
んし、ＡＢＬの仕組みを詳しく説明することで、
却って取引先から肯定的な評価を得られるケー
スも見受けられます。
３．融資銀行に対する報告義務
担保に提供した資産の残高や業績に関する情

報を定期的に銀行に伝える報告義務が発生しま
す。
在庫や売掛金等の残高については、資産とし

ての評価が日々変動するため、自社で管理して
いるデータ（情報）を集計し、定期的に報告する
ことになります。
４．法律上の位置づけと会計上の取扱い
在庫や売掛金の資産を担保目的で譲渡契約し

た場合、法律上は所有権が銀行に譲渡（移転）さ
れます。
しかし、在庫や売掛金を担保として提供して

も、現実の占有（対象となる物を現実に支配し
ている状態）は借り手のもとに残ります。
また、会計上も、現実の占有が借り手のもと

に残るため、借り手が自らの事業に使用してい
る実態に即して、借り手が保有する資産として
計上されます（計上する資産に変更はない）。

経営情報

図１ ＡＢＬ利用企業の例（さまざまな担保）

出所：経済産業省
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担 保 対 象 昆布、煮干、海藻類製品等

融 資 形 態 コミットメントライン

極 度 額 ２５百万円

資 金 使 途 海産物仕入れ資金、他

担 保 対 象 倉庫に保管する飼料用原料等

融 資 形 態 当座貸越

借入限度額 ５億円

資 金 使 途 運転資金

担 保 対 象 在庫等に譲渡担保登記

融 資 形 態
福岡県信用保証協会の流動資産担保
融資保証制度を活用

借入限度額 ２５０百万円

金 利 個別に設定

【ＡＢＬについてのお問合せ先】
・福岡銀行営業推進部、福岡銀行ソリューション営業部、
ＦＦＧ各行の営業店まで

ＦＦＧグループにおけるＡＢＬの取り組み事例
ここからは、ＦＦＧグループが取組んだＡＢ

Ｌについて、一部ご紹介します。
１．「海産物」を担保とした事例
まずは、海産物加工卸を業とするＡ社に対し、

福岡銀行と商工中金が連携して取組んだ事例で
す。
【ポイント】
・海産物は漁獲高が年によって変動する一方、
取引先は、同じ原産地のものを継続的に一定
量確保したいというニーズが存在。

・このため、豊漁の年に大量に仕込んでおく必
要があり、必然的に在庫負担が大きく膨らみ、
長期化する傾向にあり。

【福岡銀行の対応】

２．「飼料用原料・製品」を担保とした事例
次に、長崎県内の養殖用配合飼料の製造販売

業者であるＢ社に対して、親和銀行が倉庫に保
管している飼料用原料・製品等を担保とした融
資スキームにより対応した事例です。
【ポイント】
・在庫の変動に応じた資金ニーズの対応が可能。
【親和銀行の対応】

３．汎用性を高めた新たなＡＢＬスキームの構築
最後に、福岡銀行が本年６月から取扱いを開

始した汎用性を高めた新たなＡＢＬスキームに
ついてご紹介します。
本スキームは、「福岡県信用保証協会」の流

動資産担保融資保証制度を利用すると同時に、
福岡銀行が提携している「トゥルーバグループ
ホールディングス株式会社（以下「トゥルーバ
社」）」が提供する動産担保の「簡易評価サービ
ス」を活用することで、これまでのＡＢＬの課
題とされていた動産評価コストの大幅な引き下
げを実現したスキームとなっています。
【ポイント】
・福岡県信用保証協会の流動資産担保融資保証

制度における通常の融資限度額は、在庫等の
簿価の３０％。

・トゥルーバ社と評価の分野で連携することに
より、在庫等の見積額の７０％を上限として融
資限度額の引き上げを目指すスキーム。

【福岡銀行の取組み】

これまでに、ＡＢＬについては「経済産業省」
や「農林水産省」などの関係省庁が、各種の制
度構築や政策支援を行ってきました。しかし、
外部機関を利用することによる担保評価の負担
増や企業側の情報の非対象性から本格的な普及
には至っていませんでした。
ＦＦＧグループでは、ＡＢＬにおいて要求さ

れる「評価～モニタリング～在庫処分」といっ
た一連の業務について、関連会社である「福銀
不動産調査株式会社」および「ふくおか債権回
収株式会社」による営業店のトータルサポート
体制を構築した結果、これまで対応が難しかっ
た汎用性を高めた小口のＡＢＬスキームの構築
が可能となりました。この汎用性を高めたＡＢ
Ｌのスキームは、全国の金融機関に先駆けた取
組みとなるものです。

まとめ
ＦＦＧグループでは、福岡銀行、熊本ファミ

リー銀行、親和銀行でＡＢＬの取組みを行って
います。
ＡＢＬが有効に活用されることによって、定

期的なお取引先からの情報提供に基づき、事業
内容や状態を共有し、資金の供給から販路拡大、
経営の効率化などの事業サポートを通じて企業
の皆様と共存共栄する、いわゆる「リレーショ
ンの強化」により、地域密着型金融の役割を果
していきたいと強く考えています。

（真田 高充）
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